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株主の皆様へ

代表取締役社長 宮 本 彰

事業の概況
当中間期における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による経済活動縮小から緩やかに持ち直す動き

がみられましたが、世界的な金融引き締めを背景とした金融資本市場の変動や物価上昇の影響により、依然と
して厳しい状況となりました。
このような状況のもと、第10次中期経営計画（2022年６月期から2024年６月期）の目標達成に向けた取

り組みを実行してまいりました。「テプラ」やファイルといった基盤事業のさらなる強化を図りつつ、インテ
リアライフスタイル事業や衛生・健康用品の拡販、Ｍ＆Ａによる事業領域拡大など、成長分野への注力をして
おります。
当中間期の業績につきましては、半導体不足に伴う「テプラ」の品切れの影響が長引いたものの、2021年

11月より子会社化したライフオンプロダクツ㈱の売上寄与により、売上高は 185億8,231万円（前年同期比
14.0％増）となりました。利益面では、急激な円安や物流費等の高騰に加え、原材料価格も依然として高い水
準にあることから、営業損失は２億7,435万円（前年同期は４億8,379万円の営業利益）、経常損失は１億966
万円（前年同期は６億2,666万円の経常利益）、親会社株主に帰属する中間純損失は１億9,736万円（前年同期
は３億6,895万円の親会社株主に帰属する中間純利益）となりました。
なお、当社は2022年９月に千葉県習志野市にある㈱エイチアイエムの全株式を取得し、子会社化する株式

譲渡契約を締結いたしました。同社はキッチン用品や生活雑貨等、今の生活を一歩便利にする商品を企画し、
インターネット上で販売を行っております。設立から著しい成長を続けている同社を当社グループに迎え入れ
ることでEC事業をさらに強化し、飛躍的な拡大を実現いたします。2023年２月１日付けで当社は、㈱エイチ
アイエムを吸収合併いたします。

セグメントの業績は次のとおりであります。
(1) 文具事務用品事業

基盤事業である文具事務用品事業におきまして、主力の「テプラ」では、「テプラ」Liteの「すみっコぐら
し」コラボ柄モデルを発売したほか、流通事業者とのコラボ企画によるオリジナルモデルを販売するなど、積
極的な販売活動にも注力いたしました。ステーショナリーでは、書類をスマートに整理できる「書類仕分けフ
ァイル」を発売いたしました。また、女子文具では、ニュアンスカラーのステーショナリーシリーズ
「EMILy(エミリー)」や、HITOTOKIシリーズとして貼ってはがせる透明フィルムのマスキングテープ
「SODA」、“手帳のように使える” ノート「HITOTOKI NOTE」のラインアップ追加を行いました。
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成長分野の各カテゴリにおきまして、デジタル文具では、デジタルメモ「ポメラ」の新機種「DM250」を
発売いたしました。また、衛生・健康用品では、会話により発生した飛沫を吸引する「飛沫キャッチャー」の
ほか、正しい姿勢による歩行をサポートする「体圧分散スリッパ」を発売いたしました。オフィス・生活環境
用品では、道路交通法施行規則の改正による運転前後の酒気帯び確認義務化に先立ち、呼気中のアルコール有
無を判別できる「アルコールチェッカー」を発売したほか、乗車中の “もしも” に備える「非常用車載セッ
ト」を発売いたしました。加えて、バッグ・収納用品では、物が取り出しやすい巾着型ポーチ「ハンディポー
チ」のほか、シリコン素材のマルチポーチ「テクスポーチ」を発売いたしました。
これらの新製品の投入に加え、販売面においても、メインの販路ルート以外に、テレビ通販の活用や、建設

資材のレンタル・販売業への衛生・健康用品の提案など、積極的な販路拡大にも努めました。また、オフィス
防災用品の認知拡大・売上獲得を目指し、「防災アイテム丸わかりBOOK」と題したパンフレットを作成する
など、オフィス用品メーカーならではの切り口で新規需要獲得に取り組みました。
また、原材料費や物流費の高騰が続いている中、一部の製品について価格改定を行い、収益の確保に努めて

おります。
この結果、文具事務用品事業の売上高は 119億6,187万円となりました。

(2) インテリアライフスタイル事業
㈱ぼん家具は、収納用品を中心に家具の販売が引き続き好調に推移しております。新製品として、主力の組

み立て家具に加え、新カテゴリーのペンダントライトなど照明器具の発売を開始しました。㈱ラドンナは、暖
冬の影響を受けて加湿器が振るわなかったものの、主力のキッチン家電とフォトフレームが堅調に推移してお
ります。㈱アスカ商会は、主力商品である花類が伸長し、グリーン・観葉類も装飾を中心に好調に推移しまし
た。ライフオンプロダクツ㈱では、冬物商材の展開強化を行いました。中でもSDGsの観点から新商品である
充電式カイロと電気湯たんぽの売上が好調でした。
この結果、インテリアライフスタイル事業の売上高は 66億2,044万円となりました。

なお、当中間期、企業集団のセグメント別売上高の状況は、次のとおりであります。

セ グ メ ン ト の 名 称 売 上 高（千円）

文 具 事 務 用 品 事 業
電 子 お よ び 生 活 環 境 用 品 7,802,569

ス テ ー シ ョ ナ リ ー 4,159,301

文 具 事 務 用 品 事 業 計 11,961,871

イ ン テ リ ア ラ イ フ ス タ イ ル 事 業 6,620,443

合 計 18,582,314
（注）事業領域の拡大による取り扱い製品の多様化に伴い、製品区分の名称をより実態に合わせるため、当中間期より、従来の「電
子製品」を「電子および生活環境用品」に名称変更いたしました。
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連結財務情報
中間連結貸借対照表
（2022年12月20日現在）

（単位 千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

25,697,113
6,085,493
5,582,459
13,196,415
833,621
△876

11,588,237
4,484,036
2,177,075
323,675
1,588,784
394,500
1,797,927
1,150,449
647,477
5,306,273
2,740,370
550,000
1,357,078
247,301

413,782

△2,259

流 動 負 債 9,103,987
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,121,092
短 期 借 入 金 4,540,000
1年内返済予定の長期借入金 446,328
そ の 他 1,996,566

固 定 負 債 4,045,700
長 期 借 入 金 2,547,151
退 職 給 付 に 係 る 負 債 489,478
繰 延 税 金 負 債 631,434
そ の 他 377,636

負 債 合 計 13,149,687
純 資 産 の 部

株 主 資 本 22,972,688
資 本 金 1,978,690
資 本 剰 余 金 1,718,670
利 益 剰 余 金 21,862,523
自 己 株 式 △2,587,196
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 1,075,886
その他有価証券評価差額金 841,515
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △26,174
為 替 換 算 調 整 勘 定 230,083
退職給付に係る調整累計額 30,462
新 株 予 約 権 87,088
純 資 産 合 計 24,135,663

資 産 合 計 37,285,350 負 債 ・ 純 資 産 合 計 37,285,350
（注）1. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,760,274千円
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中間連結損益計算書
（自
至

2022
2022

年
年
６
12
月
月
21
20
日
日）

（単位 千円）

科 目 金 額

売 上 高 18,582,314

売 上 原 価 12,054,116

売 上 総 利 益 6,528,197

販売費及び一般管理費 6,802,550

営 業 損 失 （△） △274,352

営 業 外 収 益 210,819

受取利息及び配当金 84,812

そ の 他 126,007

営 業 外 費 用 46,129

支 払 利 息 19,853

そ の 他 26,275

経 常 損 失 （△） △109,662

特 別 利 益 14,693

特 別 損 失 65

税金等調整前中間純損失（△） △95,034

法人税、住民税及び事業税 100,903

法 人 税 等 調 整 額 △23,088

過 年 度 法 人 税 24,416

中 間 純 損 失 （△） △197,265

非支配株主に帰属する中間純利益 101

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △197,367

（注）1. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
2. １株当たりの中間純損失（△） △６円92銭

中間連結キャッシュ・フロー計算書
（自
至

2022
2022

年
年
６
12
月
月
21
20
日
日）

（単位 千円）

科 目 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,821,584

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,260,191

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,837,957

現金及び現金同等物に係る換算差額 141,202

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △102,615

現金及び現金同等物の期首残高 5,637,384

現金及び現金同等物の中間期末残高 5,534,768

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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会社の概要（2022年12月20日現在）
商 号 株式会社キングジム（KING JIM CO.,LTD.）
設 立 1948年８月31日
資 本 金 1,978,690,837円
従 業 員 数 連結：2,063名 個別：385名
主要な事業所および子会社
■株式会社キングジム（国内）

会社名 所在地
本社 東京都千代田区東神田

二丁目１０番１８号
営業拠点
東京支店 東京都千代田区
名古屋支店 愛知県名古屋市
大阪支店 大阪府大阪市
福岡支店 福岡県福岡市
札幌営業所 北海道札幌市
仙台営業所 宮城県仙台市
広島営業所 広島県広島市
物流拠点
東京ロジスティクスセンター 東京都江戸川区
大阪物流センター 大阪府大阪市
福岡物流センター 福岡県福岡市
その他拠点
松戸事業所 千葉県松戸市

■子会社（国内）
会社名 所在地

営業拠点
株式会社ラドンナ 東京都江東区
株式会社アスカ商会 愛知県名古屋市
株式会社ぼん家具 和歌山県海南市
ライフオンプロダクツ株式会社 大阪府大阪市
営業・生産拠点
ウインセス株式会社 香川県高松市
■子会社（海外）

会社名 所在地
営業拠点
錦宮（上海）貿易有限公司 中国上海市
錦宮（香港）有限公司 中国香港特別行政区
錦宮（深圳）商貿有限公司 中国広東省深圳市
生産拠点
P.T.KING JIM INDONESIA インドネシア東ジャワ州
KING JIM (MALAYSIA)SDN.BHD. マレーシア ケダ州
KING JIM (VIETNAM)Co.,Ltd. ベトナム ビンズン省

役員（2022年12月20日現在）
代 表 取 締 役 社 長 宮 本 彰 常 勤 監 査 役 清 水 和 人
取締役専務執行役員 萩 田 直 道 社 外 監 査 役 太 田 美 奈
取締役常務執行役員 原 田 伸 一 社 外 監 査 役 丹 羽 武 司
取締役常務執行役員 亀 田 登 信 上 席 執 行 役 員 岩 田 健
取締役常務執行役員 高 野 真 上 席 執 行 役 員 井 上 拓 人
取締役常務執行役員 木 村 美代子 上 席 執 行 役 員 金 子 英 俊
社 外 取 締 役 垣 内 惠 子 上 席 執 行 役 員 小 島 祐 介
社 外 取 締 役 廣 川 克 也 執 行 役 員 神 崎 司
社 外 取 締 役 岩 城 みずほ 執 行 役 員 河 村 広
社 外 取 締 役 鈴 木 貴 子 執 行 役 員 田 村 淳 也
社 外 取 締 役 平 木 いくみ 執 行 役 員

執 行 役 員
立 石 幸 士
高 橋 荘太郎

2023年02月13日 14時40分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 6 ―

株式の状況（2022年12月20日現在）
発行可能株式総数 100,000,000株
発行済株式の総数 31,459,692株（うち自己株式 2,926,682株）
株主数 20,994名
大株主（上位10名） 株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

東京中小企業投資育成株式会社 2,139 7.50
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,918 6.72
株式会社三井住友銀行 1,376 4.82
株式会社三菱UFJ銀行 1,011 3.54
キングジム第一共栄持株会 994 3.49
株式会社ヨドバシカメラ 944 3.31
三井住友信託銀行株式会社 898 3.15
有限会社メイフェア・クリエイション 853 2.99
宮本 彰 840 2.95
株式会社エムケージム 775 2.72

（注）1. 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 730千株

2. 当社は、自己株式を 2,926,682株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
3. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株 主 メ モ
事 業 年 度 毎年６月21日から翌年６月20日まで
定 時 株 主 総 会 毎年９月開催
基 準 日 定時株主総会 毎年６月20日

期末配当金 毎年６月20日
中間配当金 毎年12月20日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
事 務 取 扱 場 所 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（上 記 連 絡 先） 〒168－0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
0120－782－031（フリーダイヤル）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
公告掲載URL https://www.kingjim.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告による公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

単 元 株 式 数 100株
上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所 プライム市場
証 券 コ ー ド 7962
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今まで これからは

株主総会資料
通知書面

ウェブサイトへの
アクセス方法等を記載したもの

ＵＲＬにアクセスする

紙で確認 ウェブで確認

株主総会資料が原則ウェブ化されます

会社法改正により、株主総会資料は原則として、当社のウェブサイト等の掲載によりご提供い
たします。

インターネットのご利用が困難な株主様へ
株主総会基準日（2023年6月20日）までにお手続き（書面交付請求）をしていただくことに

より、書面で株主総会資料を受け取ることができます。口座を開設されている証券会社または、
株主名簿管理人である三井住友信託銀行にお申し出ください。

お問い合わせ先

三井住友信託銀行 証券代行部 0120-533-600
受付時間 土・日・祝日を除く9：00～17：00 本制度について詳しくはこちら▶

2023年02月13日 14時40分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


